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（はじめに） 

 
先の東日本大震災において、私達は、想定を越える大規模・広域な災害が発生した場合

であっても、その被害を最小限にし、迅速な復旧・復興を図ることができるよう、更なる

災害対策体制強化を図る必要性を痛感させられた。個々の防災関係組織がその災害対応ス

キルを向上させるとともに、大規模災害等の場合には、国、地方公共団体、指定公共機関

はじめ、企業、NPO、自主防災組織等も含め、相互に効果的かつ効率的な連携を確保しつ

つ、迅速かつ的確に対応できるような態勢を確立していく必要がある。 
 そのためには、東日本大震災を受けて作成された防災対策推進検討会議報告書や改正災

害対策基本法等も踏まえ、災害対策体制構築や業務遂行のための手続き・実務などについ

て、より実践的なものとして標準化を推進し、共有していくことが極めて重要であると考

えられる。  
また、災害対策の国際的な協力の機会も増えてきており、ISO 等における危機管理など

に関する規格化の取組み動向にも十分留意し、国際的な整合性の確保に留意することも必

要となってきている。 
本報告書は、こうした状況を踏まえ、災害対策の標準化について、学識経験者を中心と

する委員により、限られた時間の中で、その基本的考え方の整理等を可能な範囲で試みた

ものである。 
災害対策標準化の取組みは、米国の例をみても明らかなように、長い年月を積み重ねる

中で進められてきているものであり、日本においても、これまでの災害対策の取組みも踏

まえつつ、本報告書を参照の上、今後、中央防災会議等において、早急に検討を開始する

とともに、継続的に推進されていくことを期待するものである。 
 
※ 本報告書において、「災害対応業務」とは、災害発生のおそれ又は災害発生時において

実施すべき応急業務及び復旧業務をいい、「災害対策」とは、災害対応業務及びその実

施のための事前の準備業務等を併せていうものとする。 
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Ⅰ 災害対策標準化推進の背景、必要性 
 

災害から国民の生命、身体及び財産を保護するためには、事前の防災・減災対策ととも

に、実際に災害が発生した場合等において如何に災害対応行われるのかが極めて重要であ

る。しかしながら、例えば、災害発生等に際し、現況をどう認識すべきか、通常業務を含

めて実施すべき業務とその優先順位はどうか、実施手段・体制はどうすべきか、必要なリ

ソースをどう調達すべきかなど、防災関係者にとって、実際に災害対応を経験する機会も

決して多くないこともあり、その迅速かつ円滑な遂行は容易ではない。 
これまでも、災害対策については、関係法令の整備、防災計画の改正、各種様々なガイ

ドライン・マニュアル等の整備が進められ、その向上が図られてきているところであるが、 
災害対策の更なる改善を図るためには、災害対応業務及びその手続き・実務の実施等につ

いて、体系的総合的かつ実践的な標準化が広く推進されることが必要不可欠であると考え

られる。災害発生時等における災害対応を含む業務の実施・継続のあり方や、災害対応に

おいて繰り返し起こる定型的な業務についての標準的なプログラム、災害対応組織が有す

べき基本的機能、更には災害対応を向上のための取組み等を明らかにし、関係者間で共有

しておくことが重要である。これにより、決定権限者は、定型的な業務について、適時適

切に対応すべく、当該プログラムに従って現場が実施するよう権限を委譲し、適宜その実

施状況等の報告を求め、確認することで対処することが可能になる。 
一方で、実際の災害発生時において生じる、優先対応事案の判断等非定型の問題につい

て、関係者間で状況認識を共有しつつ対処計画を立てて重点的に対応する。こうすること

により、トータルとして限られた災害対応リソースを有効に活用し、効果的なオペレーシ

ョンができるようになると考えられる。 

 

災害対応の何をどう標準化するのか（第 1 回検討会議資料 5）より 
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また、大規模災害時においては、国、地方公共団体、企業、非営利組織等の数多くの活

動主体による応援が必要不可欠となるが、様々な主体が参画することにより、ややもすれ

ば、連絡調整などに時間を要する上に、統一性を欠くものになり、その結果、オペレーシ

ョンの選択肢も限られ、質の低いものとなってしまうことが懸念される。災害対応主体間

の連携方法等についても標準化を進めておくことにより、活動主体間の適切な役割分担の

下、各主体の人員リソース等を含め国内の災害対応資源をより有効迅速に活用することが

可能となる。更には、標準化を進めることにより、被災地では、どういう対応を迫られて

いるのか、他の自治体等はどう応援対応しているのか、といったことがある程度想定でき

るようになり、より効果的な対応も期待できるようになる。以下(１)及び(２)に記述する

ように、災害対策基本法改正や関係報告書等を踏まえ、災害対策の標準化推進を積極的に

推進していくことが極めて重要である。 
更には、以下(３)及び(４)に記述するように、米国や ISO 等における危機管理等に関す

る規格化の取組み動向にも十分留意し、国際的な整合性の確保に留意することも必要とな

ってきている。 
 
 
１ 災害対策基本法改正 

 
昨年度、今年度と２度にわたり災害対策基本法改正が行われ、各防災関係機関の役割

分担や相互連携協力・応援、多様な主体の自発的防災活動などに関し、基本理念をはじ

め関係規定が定められた。こうした改正を受け、実際の災害対応を実効あるものとして

いくためには、各防災関係機関や企業、NPO、自主防災組織等が行う災害対応が、一定

の基準、ルール等に基づき、統一性、共通性を確保しつつ実施されることが不可欠であ

り、このため、災害対策の標準化を積極的に推進していく必要がある。 
 

[災害対策基本法] 

（基本理念） 

第二条の二 災害対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われるものとする。  

二 国、地方公共団体及びその他の公共機関の適切な役割分担及び相互の連携協力を確保するととも

に、これと併せて、住民一人一人が自ら行う防災活動及び自主防災組織（住民の隣保協同の精神に

基づく自発的な防災組織をいう。以下同じ。）その他の地域における多様な主体が自発的に行う防

災活動を促進すること。 

 

（円滑な相互応援の実施のために必要な措置）  

第四十九条の二 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務又は業務

について、災害応急対策又は災害復旧の実施に際し他の者の応援を受け、又は他の者を応援すること
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を必要とする事態に備え、相互応援に関する協定の締結、共同防災訓練の実施その他円滑に他の者の

応援を受け、又は他の者を応援するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 
 
２ 中央防災会議関連報告書 
 
 東日本大震災の教訓等を踏まえ、今後の防災対策のあり方を検討した防災対策推進検

討会議報告書や南海トラフ巨大地震対策においても、標準化の推進について指摘されて

いる。 
 
ア 防災対策推進検討会議報告書 

・国と地方公共団体間、地方公共団体相互間の広域応援を総合的かつより円滑に実施

するため、可能な範囲で災害対応業務のプログラム化、標準化を行うべき。 
・ボランティア、NPO、NGO 等の被災地での受入体制の整備、活動上の安全確保、

被災者ニーズ等の情報の提供などの方策を確立すべき。 
 

イ 南海トラフ巨大地震対策について（最終報告）   
 ・災害応急対策は、オールハザードアプローチの考え方に立ち、様々なタイプの地震・

津波、更には複合災害も想定して、対応ができるよう、備えを強化する必要がある。 
 ・広域的な活動を円滑に行うために、国、地方公共団体、その他の防災関係機関及び

関連事業者は、活用資機材の名称や規格、活用要員の呼称と能力要件、取り扱う書

類の様式等に関する標準化・共有化や、必要に応じてそれを活かした支援アプリケ

ーション類の開発を進める必要がある。 
 
 
３ 米国 NIMS(National Incident Management System)の取組み 

 
米国が 9.11 の後に取り入れた国全体、官民も含めた中での危機対応能力の標準化の取

組みがなされており、日本としてもこれを参考に取組みを進めることが有用と考える。 
 

（NIMS の構成要素） 
ア 災害対応力の平時からの向上 

計画策定、活動手順、研修、訓練、資格認定、装備 
イ 情報処理能力の向上 

状況認識の統一、相互運用性の確保 
ウ 資源管理能力の向上 
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形式、在庫、編成、配送、管理プロセス 
エ 指揮・組織運営能力の向上 

ICS、相互応援体制、広報 
オ 継続的な改善 

 
 
４ ISO/TC223（社会セキュリティ）の動向 

 
2001 年 9 月の米国同時多発テロ後、米国が ISO に対し危機管理に関する標準化の検

討開始を提案した。「社会と組織の危機管理と事業継続の能力向上に関する標準化」を視

野に 2006 年 5 月、ISO/TC223（社会セキュリティ）が設置され、日本は 2006 年 10 月
に国内委員会を設置、参画したところであり、順次、その規格化が進められてきている。 
こうした危機管理に関する国際的な規格化の動きにも、適切に対応していく必要があ

る。 
 

ア ISO22301：事業継続マネジメントシステム要求事項 
① 現状分析 

事業継続の対象決定、事務フローの同定、リスクシナリオの仮決定 
② 方針策定 

経営幹部の関与と指導、方針決定 
③ 計画策定 

制約条件の明確化、リスク評価とインパクト分析、事業継続計画の策定、予防計

画策定、危機管理計画策定 
④ 実施 

資源・役割・責任・権限体制、IPOCM(Incident Preparedness Operational 
Continuity Management)を支える風土づくり、研修・訓練、情報処理体制、規程

遵守、財務・総務  
⑤ 効果測定 

システム評価、業績評価とモニタリング、評価手法、見直し、維持・管理、自己

評価と内部監査 
⑥  幹部評価 

 
イ ISO22320：危機管理危機対応要求事項 
国際レベル、国家レベル、地域レベル等で危機対応に関与するあらゆる組織に適用 
① 組織内指揮統制 

指揮調整、組織構造及び手順、意思決定支援、トレーサビリティ、情報管理、 
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相互運用性 
② 活動情報処理 
迅速、有用な情報収集等のための作業プロセス、データ収集及び管理のあり方 

③ 部局間・組織間協力連携 
指揮調整プロセスも含む 

  ※平成 25 年 10 月、ISO22320 に対応する部分について、JIS 化対応。 
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Ⅱ 災害対策標準化の推進 
 
（災害対策標準化推進の基本方針） 
 災害の種類、規模等を問わず、あらゆる災害に対して、防災関係機関等が必要な連携を

確保しつつ、迅速かつ効果的効率的な災害対応の遂行に資するため、国、地方公共団体及

び指定公共機関（以下「行政等災害対応組織」という。）並びに企業、NPO、自主防災組

織等（以下「民間災害関連活動組織」という。）において、組織機能、活動、コミュニケー

ション等幅広い観点から、ハード・ソフトを通じて、標準化を積極的かつ継続的に推進す

る。 
 このため、標準化の推進のための災害対策標準化ガイドラインを策定し、災害対応主体

等の実情に応じその普及啓発を図るとともに、必要に応じ、順次、法令・防災計画に反映

させる等により、災害対策の標準化推進を図る。その際、災害対策の国際的進展等も踏ま

え、 ISO223 シリーズ（社会セキュリティ）との関係性に配慮するものとする。 
また、災害対策標準化ガイドラインの普及啓発など標準化推進のため、防災に関する研

修、訓練、教育、資格制度、規格普及等のあり方についても検討する。 
  
 
１ 災害対策標準化ガイドラインの構成 

 
中央防災会議は、災害対策標準化ガイドラインを作成するものとし、その構成は、

ISO22301（事業継続マネジメントシステム要求事項）、ISO22320（危機管理危機対応要

求事項）、NIMS 等を参考にし、次のとおりとする。 
 
[ガイドライン構成案] 

 
Ⅰ 災害時等における業務実施・継続に関する事項 
（１）災害リスク分析、評価 
（２）災害リスクシナリオ、リソース制約の設定 
（３）業務優先度分析、業務実施・継続の方針、計画の策定 

 
Ⅱ 災害対応業務に関する事項 
（１）災害対応業務プログラム 
（２）災害対応要領 

①組織・運営 
  基本方針、組織・運営等 

②情報処理 
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 情報の収集、共有・分析評価、利活用等 
③資源管理 

  必要な人員・物資等の資源の調達、輸送等に関する事項     
（３）組織間連携 

①行政等災害対応組織間連携 
②行政等災害対応組織と民間災害関連活動組織間の連携 

 
Ⅲ マネジメントに関する事項 
 Ⅰ及びⅡを通じたマネジメントに関する事項 
 

 
 
２ 災害対策標準化ガイドラインの作成 

 
ガイドラインの作成に当たっては、中央防災会議に専門調査会を設置（当面、防災対策

実行会議を活用）し、次の点に留意しつつ、十分な検討を行わせるものとする。また、実

際の災害対策の教訓等を踏まえ、ガイドラインの PDCA サイクルによる必要な見直しを継

続的に行う。 
 
[作成上の留意事項]  

 
① 提案の公募、パブリックコメントの実施、地方公共団体等関係機関からの意見聴取、

検討状況の公表等オープンな議論に努めること 
 
② ISO 国内委員会等との連携を十分確保すること 
 
③ 性能規定の考え方を積極的に活用すること 
 
④ 手続き関係は極力簡略化するとともに、実務関係は実践的な内容とすること 
 
⑤ 現行の関連する各種ガイドライン、マニュアル、報告書等を有効に活用すること 
 
⑥ 記述に当たっては、図表等を積極的に活用、極力、簡明さを確保すること 
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３ 標準化推進状況の把握等 
 
中央防災会議は、災害対策標準化の推進状況について、次の方法等により、必要な把握

等を行うものとする。 
 
・防災基本計画添付資料による現状把握 
・防災白書による防災に関する計画及び防災に関して執った措置の概況による把握 
・助言・勧告規定等の適切な活用 
 
 

[災害対策基本法] 

（政府の措置及び国会に対する報告）  

第九条  

２ 政府は、毎年、政令で定めるところにより、防災に関する計画及び防災に関してとった措置の

概況を国会に報告しなければならない。 

 

（関係行政機関等に対する協力要求等）  

第十三条 中央防災会議は、その所掌事務に関し、関係行政機関の長及び関係地方行政機関の長、

地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者

に対し、資料の提出、意見の表明その他必要な協力を求めることができる。  

２ 中央防災会議は、その所掌事務の遂行について、地方防災会議（都道府県防災会議又は市町村

防災会議をいう。以下同じ。）又は地方防災会議の協議会（都道府県防災会議の協議会又は市町村

防災会議の協議会をいう。以下同じ。）に対し、必要な勧告をすることができる。 

 

（防災基本計画の作成及び公表等）  

第三十四条 中央防災会議は、防災基本計画を作成するとともに、災害及び災害の防止に関する科

学的研究の成果並びに発生した災害の状況及びこれに対して行なわれた災害応急対策の効果を勘

案して毎年防災基本計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければなら

ない。  

２ 中央防災会議は、前項の規定により防災基本計画を作成し、又は修正したときは、すみやかに

これを内閣総理大臣に報告し、並びに指定行政機関の長、都道府県知事及び指定公共機関に通知

するとともに、その要旨を公表しなければならない。 

 

第三十五条 防災基本計画は、次の各号に掲げる事項について定めるものとする。  

一 防災に関する総合的かつ長期的な計画  

二 防災業務計画及び地域防災計画において重点をおくべき事項 
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三 前各号に掲げるもののほか、防災業務計画及び地域防災計画の作成の基準となるべき事項で、

中央防災会議が必要と認めるもの  

２ 防災基本計画には、次に掲げる事項に関する資料を添付しなければならない。  

一 国土の現況及び気象の概況  

二 防災上必要な施設及び設備の整備の概況  

三 防災業務に従事する人員の状況  

四 防災上必要な物資の需給の状況  

五 防災上必要な運輸又は通信の状況  

六 前各号に掲げるもののほか、防災に関し中央防災会議が必要と認める事項 

 
※防災基本計画添付資料（目次）（第 4 回検討会議参考資料 2）より 

１. 国土の現況及び気象の概況 

（１） 基本的な気象データ  

（２） 主要活断層帯の分布 

（３） 海岸延長距離  

（４） 風水害  

（５） 火山の分布 

（６） 豪雪地帯・特別豪雪地帯指定状況  

（７） 航空路・ＲＮＡＶ（広域航法）経路  

（８） 原子力発電所の一覧及び分布 

（９） 危険物施設数の推移  

（10） 林野面積の推移の状況  

（11） その他国土等の概況等 

２. 防災上必要な施設及び設備の整備の概況 

（１） 観測施設関係 

（２） 防災拠点の状況  

（３） 避難施設の指定 

（４） 防災関係施設の設備  

（５） 医療施設数等  

（６） 施設の耐震化状況 

（７） 救助・救急、医療及び消火活動 3 

（８） 車両等数  

３. 防災業務に従事する人員の状況  

（１） 消防組織と防災に従事する人員数 

（２） 消防団員数等 

（３） その他 

４. 防災上必要な物資の需給の状況  

（１） 災害用備蓄資機材等 

５. 防災上必要な運輸又は通信の状況  

（１） 交通施設の整備状況  

（２） 情報伝達のための通信設備  

６. その他 

１）予算 

（１） 国の予算  

（２） 都道府県の予算・事業費 

２）計画策定などソフト施策の実施状況  

（１） 計画等策定状況 

（２） ハザードマップ 

（３） 避難勧告の発令基準 

（４） 防災会議の開催状況  

（５） 土砂災害対策  

（６） 津波対策  

（７） 防災訓練の実施状況  

（８） 啓発事業の実施状況  

（９） 応援協定の締結状況  

（10） 企業の対策 

（11） 市民の意識（大地震に対する備え） 

３）過去の災害の状況 
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Ⅲ 想定される具体的標準化項目の検討 
 
今後、中央防災会議において、災害対策標準化ガイドラインの検討・作成が行われるこ

と等により、災害対策の標準化の推進が継続的積極的に図られていくことが期待される。 
本章では、こうした中央防災会議の取組み推進に資するべく、災害対策標準化ガイドラ

インの検討に当たって、可能な範囲で、たたき台、視点、留意点等について整理を行った。 
なお、※印は、検討に当たって、参考になると考えられるガイドライン、マニュアル、

報告書等である。 
 

１ 災害時等における業務実施・継続に関する事項 
 

（１）業務実施・継続計画の作成 
ア 災害リスク分析・評価、リスクシナリオの作成 
  
 ①異常な自然現象等の特定 
     ↓ 

②異常な自然現象等に対する脆弱性の把握 
    ↓ 
③災害（異常な自然現象等により生ずる被害）の発生頻度、影響度等の分析、評価 
    ↓ 
④防災対策の想定災害リスクシナリオの設定 
 

なお、この災害リスク分析・評価、災害リスクシナリオの設定は、脆弱性対策として

の事前防災・減災を含む防災対策全般の検討のベースとなるものである。 

 
イ 事業実施・継続に係るリソースに対する制約リスクの設定 
 

①防災対策想定災害リスクシナリオに基づき、業務実施・継続に係る人的、物的等

リソースに対する制約リスク(原因型事象)を整理 
    ↓ 
②原因の如何を問わず想定しておくことが適当と考えられるリソースへの制約リス

ク(結果型事象)を検討 
    ↓ 
③両者を総合的に勘案し、対応すべきリソースへの制約リスクを適切に設定 
※結果型事象も併せ検討することにより、想定していた災害以外の場合でも、この  

制約リスクの範囲内であれば、応用的な対応が可能になると考えられる。 
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ウ 業務優先度分析、業務実施・継続計画の策定 
国民・住民の「生命・身体を守る」、「財産を保護する」、「生活の安定を図る」など、

災害対応主体の役割、目的等に照らし、一般業務及び災害対応業務を合わせて総合的

にその優先度を分析、決定する。その上で、タイムラインに沿って整理を行うととも

に、業務拠点の復旧・代替拠点移転、要員確保、応援等の要請及び受入れ、早期復旧

等優先業務遂行のためのリソース投入・活用の戦略、方針、計画を定めるものとする。 
検討に当たっては、次の点に十分留意して、実施する必要がある。 
 
・新たに生じる膨大な災害対応業務、量的質的変化を伴う継続業務への対応 
・応援等を要請する場合の判断基準と責任者、応援を要請する範囲の明確化 

→組織間連携発動の契機 となる 
・応援等を要請したことに伴い、新たに発生する応援等受入れ業務への対応 
 

※応援等の実施 
他の被災した地方公共団体等へ応援等を行う場合に、その実施できる規模、内容等

は、通常業務の中からどの程度のリソースを割り振るのかによって決定される。他

の被災地方公共団体等へ応援等を行う場合に備え、応援等に割り当てるリソース等

の判断基準と責任者、応援等業務の実施方策についても、上記計画と併せ定めるこ

とが適当である。 
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※政府業務継続計画（平成 26 年 3 月 28 日閣議決定）より 
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※中央省庁業務継続ガイドライン（平成 19 年 6 月）（見直し予定）より 
※地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説（平成 22 年 4 月）（見

直し予定）より 
※事業継続ガイドライン（平成 25 年 8 月改定）（第 1 回検討会議参考資料 6）より 

 
※地方公共団体の業務継続計画策定状況（消防庁における災害対応の標準化に関する取り

組み（第 3 回検討会議資料 2））より 
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※企業の事業継続の取組に関する実態調査（平成 24 年 3 月）より 
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※「防災に対する企業の取組み」自己評価項目表 第二版（平成 19 年 3 月）（第 3 回検討

会議参考資料 3）より 
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（２）個人、家庭等住民レベルにおける業務実施継続的アプローチ 
   住民レベルにおいても、発生し得る災害、更には不測の事態に備え、それぞれが災害時

等における自らの安全確保・生活維持方策、更には共助への取組みなどについて、予め考

えておくことが重要である。こうした取組みを促進するための手引きの作成、普及啓発等

を進めるべきである。 
 
 ※内閣府作成関係資料 

・みんなで減災 
・減災のてびき 
・地域主役の避難所開設・運営訓練ヒント集（平成 25 年 3 月） 
・地域における防災力活動のきっかけづくり 情報・ヒント集（平成 23 年 3 月） 
・地域における防災力向上のための組織作り 情報ヒント集（平成 22 年 3 月） 

 
[災害対策基本法] 

（住民等の責務）  

第七条 地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者その他法令の規定による防

災に関する責務を有する者は、基本理念にのつとり、法令又は地域防災計画の定めるところにより、

誠実にその責務を果たさなければならない。  

２ 災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業とする者は、

基本理念にのつとり、災害時においてもこれらの事業活動を継続的に実施するとともに、当該事業

活動に関し、国又は地方公共団体が実施する防災に関する施策に協力するように努めなければなら

ない。  

３ 前二項に規定するもののほか、地方公共団体の住民は、基本理念にのつとり、食品、飲料水その

他の生活必需物資の備蓄その他の自ら災害に備えるための手段を講ずるとともに、防災訓練その他

の自発的な防災活動への参加、過去の災害から得られた教訓の伝承その他の取組により防災に寄与

するように努めなければならない。  

 
 
  

16 
 



２ 災害対応業務に関する事項 
 
（１） 災害対応業務プログラム 
  

災害対応業務の標準化を推進するに当たっては、それぞれの災害対応活動主体が実施

することとなると想定される標準的な業務を災害フェーズに応じて的確な対応ができる

よう、タイムラインに沿って明らかにしつつ、実施プログラムを作成、関係者間で広く

共有しておくことが必要である。 
また、標準的な業務を定める際には、複雑かつ多様な災害が発生する日本においては、

１.(１).ア. において設定した災害リスクシナリオをベースとしつつも、想定を越えるも

のも含め、災害の規模、種類等を問わず対応が可能となるよう、オールハザードアプロ

ーチの考え方に立って検討を進めることが極めて重要である。こうした観点から作成さ

れた災害対応業務プログラムは、実際の災害対応をより迅速かつ的確なものとすると同

時に、災害以外の事案にも有効に活用できる可能性が高いものと考えられる。 
 
 ア 行政等災害対応組織における業務プログラムの検討 
 
 （ア）国の業務プログラム 

国においては、防災基本計画及び各省庁の防災業務計画において、応急対応から復

旧・復興までに記載されている項目をベースに必要な調整等を行いつつ、業務のパッ

ケージ化、メニュー化を検討し、併せて、業務項目毎に、人員、車両・資機材等に裏

打ちされた業務原単位をできる限り設定の上、利用可能リソースに照らし、実施可能

な範囲、程度等を明らかにすることが適当と考えられる。特に、平成 26 年 1 月の防

災基本計画修正により、「各災害に共通する対策編」が新たに設けられたことから、こ

の共通対策編の修正充実等と併せて積極的な検討を行うことが望まれる。 
また、現行の防災基本計画においては、項目ごとに関係省庁が実施する内容が記載

されているが、その項目の業務を一体のプログラムとして、適切にコーディネイトし、

ブラッシュアップし、実施していくシステムは明確にされていない。プログラムの実

行性を上げるためには、米国における取組みに見られるように、項目毎に、主務省庁、

関係省庁、調整省庁を定めて、関係機関間で十分な調整が行われるようにしておくこ

とも有効であると思われる。 
更に、エネルギー、情報・通信、物資調達・輸送など、災害対応はもちろんのこと

広く国民生活、国民経済活動の基盤として不可欠なものの保護、早期復旧を図ること

は、極めて重要であり、指定公共機関をはじめとする関連民間企業等との密接な連携

を確保し、プログラム作成に当たって十分な調整を図ることが不可欠である。 
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※防災基本計画（第３編 地震災害対策編）関係省庁対応状況一覧（第 4 回検討会議

参考資料 3）より 
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※米国の緊急支援、復旧支援の災害業務機能と担当機関等（効果的な災害対応の実現

（第 4 回検討会議資料 1））より 
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※災害復興ニーズ評価（PDNA: Post Disaster Needs Assessment） 
被災者情報に基づく人的復興支援需要と物理的経済的被害とを総合して時系列を考

慮してニーズを評価 
   ①医療ニーズ  ②被災者状況  ③社会基盤被災状況 ④火災、救急救命状況 

⑤有害物質漏洩状況 等 
 
（イ）国以外の行政等災害対応組織における業務プログラム 

地方公団体、指定公共機関等の防災関係機関においては、大規模災害時等におけ

る連携性の確保を図る観点から、国の作成するプログラム項目分類を踏まえ、関係

する業務項目を可能な限り一致させ、その内容の整合性の確保を図りつつ、災害対

応業務のパッケージ化、メニュー化を図り、標準化を推進することが望まれる。な

お、このパッケージ化、メニュー化を進める中で、各防災関係機関間の役割分担、

責任、経費負担等も併せ整理、確認することが適当であると考えられる。 
また、地方公共団体にあっては、災害対応において、中核的な役割を果たすこと

が期待され、様々な措置権等を有することから、当該措置権等を十分に発揮できる

ようプログラムを作成しておくことが不可欠である。なお、都道府県においては、

災害救助法を適用した場合、災害救助法の救助事務については、法定受託事務とし

て、都道府県が実施（ただし、市町村への委任規定有り）することになることを十

分踏まえておくことが必要である。 
更に、指定公共機関は、エネルギー、通信・放送、交通・運輸、金融など、国民

生活・経済にとって、重要なインフラを担う中心的存在である。こうしたことから、

指定公共機関の災害対応業務の検討に当たっては、行政等との連携も確保しつつ、

これらの重要インフラそのものを災害からどう防護していくのかという観点も入れ

て、進められることが適当である。 
 

  
  

21 
 



 
 

※広域応援体制の構築に向けて（第 1 回検討会議参考資料 4）等より 

 

 
[災害救助法] 

（救助の対象）  

第二条 この法律による救助（以下「救助」という。）は、都道府県知事が、政令で定める程度の

災害が発生した市町村（特別区を含む。）の区域（地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）

第二百五十二条の十九第一項 の指定都市にあっては、当該市の区域又は当該市の区の区域とす

る。）内において当該災害により被害を受け、現に救助を必要とする者に対して、これを行う。  

 

（救助の種類等）  

第四条 救助の種類は、次のとおりとする。  

一 避難所及び応急仮設住宅の供与  

二 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給  

三 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与  

四 医療及び助産  

五 被災者の救出  

六 被災した住宅の応急修理  
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七 生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与  

八 学用品の給与  

九 埋葬  

十 前各号に規定するもののほか、政令で定めるもの 

 

（事務処理の特例）  

第十三条 都道府県知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、政令で定めると

ころにより、その権限に属する救助の実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととするこ

とができる。  

２ 前項の規定により市町村長が行う事務を除くほか、市町村長は、都道府県知事が行う救助を

補助するものとする。 
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※地方都市等における地震対応のガイドライン（平成 25 年 8 月）（第 3 回検討会議参

考資料 1）より 
→タイムラインに沿って、実施が想定される業務を整理 

 

 
 

イ 民間災害関連活動組織における活動プログラムの検討 
企業、NPO、自主防災組織等においては、まず、自らの生命・財産を守ることが最優

先となり、企業を中心に事業継続を確保することそのことが社会全体としての防災力向

上の基本となる。その上で、更に共助の考え方に立ち、積極的な災害対応の実施が期待

されるところであるが、その場合、可能な限り、関係する行政等災害対応組織の作成す
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るプログラムとの関係性を考慮しつつ、必要な活動プログラムを予め作成しておくこと

が望まれる。 
 

（２）  対応要領 
ア 組織・運営 
 
（ア）災害対応基本方針 

① 状況認識統一 
② 業務目標の明確化と目標による管理 
③ 災害対応リソース（人、モノ、資金、権限、能力等）の把握、管理・配分 
④ 限られた情報下での判断方針 

・疑わしきは行動せよ 
・最悪の事態を想定して行動せよ 
・空振りは許されるが見逃しは許されない 

    ⑤ 平時にできないことは、非常時にもできない 
 

※JIS Q 22320 社会セキュリティ 緊急事態管理―危機対応に関する要求事項 
※第 4 回検討会議参考資料 6,7 
・平成 19 年度報告書 (都道府県における総合的な危機管理体制の整備)   
・平成 20 年度報告書 (市町村における総合的な危機管理体制の整備)   

 
（イ）災害対応体制の構築 

災害対応ニーズに迅速かつ的確に応えられる体制構築と、そのために必要な組織

構造を有すること及び責任者等の明確化が重要である。 
 

  ①  フェーズ、災害レベルに応じた体制構築等 
災害発生等フェーズの変遷、災害レベルに応じ、適切な体制の構築を図る。ま

た、組織内の人員は可能な限り広範かつ戦略的に活用できるようにしておくこと

が望ましい。例えば、避難者の健康維持のために保健師からなる健康支援チーム

や先生による避難所運営支援チームの設置、活用など戦略的な組織構築が弾力的

に行えるようにしておくことが考えられる。 
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 （例） 
平時情報収集体制、休日夜間宿日直体制、緊急連絡体制 

               ↓ 
情報収集分析体制、警戒体制 

               ↓  
災害対応体制（応急→復旧・復興）） 

災害レベルに応じ １次(課長レベル)→2 次(部長レベル)→3 次(トップ) 
→応援要請、受援体制を含めた体制構築 

 
※消防庁における災害対応の標準化に関する取り組み（第 3 回検討会議資料 2）より 

 

 
[災害対策基本法] 

（都道府県災害対策本部）  

第二十三条 都道府県の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合におい

て、防災の推進を図るため必要があると認めるときは、都道府県知事は、都道府県地域防災計画

の定めるところにより、都道府県災害対策本部を設置することができる。  

２ 都道府県災害対策本部の長は、都道府県災害対策本部長とし、都道府県知事をもつて充てる。  

３ 都道府県災害対策本部に、都道府県災害対策副本部長、都道府県災害対策本部員その他の職員

を置き、当該都道府県の職員のうちから、当該都道府県の知事が任命する。  

４ 都道府県災害対策本部は、都道府県地域防災計画の定めるところにより、次に掲げる事務を行

う。  

一 当該都道府県の地域に係る災害に関する情報を収集すること。  

二 当該都道府県の地域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針

を作成し、並びに当該方針に沿つて災害予防及び災害応急対策を実施すること。  

三 当該都道府県の地域に係る災害予防及び災害応急対策に関し、当該都道府県並びに関係指定

地方行政機関、関係地方公共団体、関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関相互間の連絡

調整を図ること。  

５ 都道府県知事は、都道府県地域防災計画の定めるところにより、都道府県災害対策本部に、災
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害地にあつて当該都道府県災害対策本部の事務の一部を行う組織として、都道府県現地災害対策

本部を置くことができる。  

６ 都道府県災害対策本部長は、当該都道府県警察又は当該都道府県の教育委員会に対し、当該都

道府県の地域に係る災害予防又は災害応急対策を実施するため必要な限度において、必要な指示

をすることができる。  

７ 都道府県災害対策本部長は、当該都道府県の地域に係る災害予防又は災害応急対策を的確かつ

迅速に実施するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長及び関係地方行政機関の長、

地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者

に対し、資料又は情報の提供、意見の表明その他必要な協力を求めることができる。  

８ 前各項に規定するもののほか、都道府県災害対策本部に関し必要な事項は、都道府県の条例で

定める。  

 

（市町村災害対策本部）  

第二十三条の二 市町村の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合にお

いて、防災の推進を図るため必要があると認めるときは、市町村長は、市町村地域防災計画の定

めるところにより、市町村災害対策本部を設置することができる。  

２ 市町村災害対策本部の長は、市町村災害対策本部長とし、市町村長をもつて充てる。  

３ 市町村災害対策本部に、市町村災害対策副本部長、市町村災害対策本部員その他の職員を置き、

当該市町村の職員又は当該市町村の区域を管轄する消防長若しくはその指名する消防吏員のうち

から、当該市町村の市町村長が任命する。  

４ 市町村災害対策本部は、市町村地域防災計画の定めるところにより、次に掲げる事務を行う。

この場合において、市町村災害対策本部は、必要に応じ、関係指定地方行政機関、関係地方公共

団体、関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関との連携の確保に努めなければならない。  

一 当該市町村の地域に係る災害に関する情報を収集すること。  

二 当該市町村の地域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針を

作成し、並びに当該方針に沿つて災害予防及び災害応急対策を実施すること。  

５ 市町村長は、市町村地域防災計画の定めるところにより、市町村災害対策本部に、災害地にあ

つて当該市町村災害対策本部の事務の一部を行う組織として、市町村現地災害対策本部を置くこ

とができる。  

６ 市町村災害対策本部長は、当該市町村の教育委員会に対し、当該市町村の地域に係る災害予防

又は災害応急対策を実施するため必要な限度において、必要な指示をすることができる。  

７ 前条第七項の規定は、市町村災害対策本部長について準用する。この場合において、同項中「当

該都道府県の」とあるのは、「当該市町村の」と読み替えるものとする。  

８ 前各項に規定するもののほか、市町村災害対策本部に関し必要な事項は、市町村の条例で定め

る。  

 

27 
 



 
 

（非常災害対策本部の設置）  

第二十四条 非常災害が発生した場合において、当該災害の規模その他の状況により当該災害に係

る災害応急対策を推進するため特別の必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、内閣府設置

法第四十条第二項 の規定にかかわらず、臨時に内閣府に非常災害対策本部を設置することができ

る。  

２ 内閣総理大臣は、非常災害対策本部を置いたときは当該本部の名称、所管区域並びに設置の場

所及び期間を、当該本部を廃止したときはその旨を、直ちに、告示しなければならない。  

 

（非常災害対策本部の組織）  

第二十五条 非常災害対策本部の長は、非常災害対策本部長とし、国務大臣をもつて充てる。  

２ 非常災害対策本部長は、非常災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。  

３ 非常災害対策本部に、非常災害対策副本部長、非常災害対策本部員その他の職員を置く。  

４ 非常災害対策副本部長は、非常災害対策本部長を助け、非常災害対策本部長に事故があるとき

は、その職務を代理する。非常災害対策副本部長が二人以上置かれている場合にあつては、あら

かじめ非常災害対策本部長が定めた順序で、その職務を代理する。  

５ 非常災害対策副本部長、非常災害対策本部員その他の職員は、内閣官房若しくは指定行政機関

の職員又は指定地方行政機関の長若しくはその職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。  

６ 非常災害対策本部に、当該非常災害対策本部の所管区域にあつて当該非常災害対策本部長の定

めるところにより当該非常災害対策本部の事務の一部を行う組織として、非常災害現地対策本部

を置くことができる。この場合においては、地方自治法  （昭和二十二年法律第六十七号）第百

五十六条第四項  の規定は、適用しない。  

７ 内閣総理大臣は、前項の規定により非常災害現地対策本部を置いたときは、これを国会に報告

しなければならない。  

８ 前条第二項の規定は、非常災害現地対策本部について準用する。  

９ 非常災害現地対策本部に、非常災害現地対策本部長及び非常災害現地対策本部員その他の職員

を置く。  

１０ 非常災害現地対策本部長は、非常災害対策本部長の命を受け、非常災害現地対策本部の事務

を掌理する。  

１１ 非常災害現地対策本部長及び非常災害現地対策本部員その他の職員は、非常災害対策副本部

長、非常災害対策本部員その他の職員のうちから、非常災害対策本部長が指名する者をもつて充

てる。  

 

（非常災害対策本部の所掌事務）  

第二十六条 非常災害対策本部は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針の作成に関すること。  

二 所管区域において指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執
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行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関が防災計画に基づいて実施する災害応急対策の総

合調整に関すること。  

三 非常災害に際し必要な緊急の措置の実施に関すること。  

四 第二十八条の規定により非常災害対策本部長の権限に属する事務  

五 前各号に掲げるもののほか、法令の規定によりその権限に属する事務  

 

（指定行政機関の長の権限の委任）  

第二十七条 指定行政機関の長は、非常災害対策本部が設置されたときは、災害応急対策に必要な

権限の全部又は一部を当該非常災害対策本部員である当該指定行政機関の職員又は当該指定地方

行政機関の長若しくはその職員に委任することができる。  

２ 指定行政機関の長は、前項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を告示しなければ

ならない。  

 

（非常災害対策本部長の権限）  

第二十八条 非常災害対策本部長は、前条の規定により権限を委任された職員の当該非常災害対策

本部の所管区域における権限の行使について調整をすることができる。  

２ 非常災害対策本部長は、当該非常災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的確かつ迅

速に実施するため特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、関係指定地方行政

機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関並びに指定公共機関及び指定地方公共機関に対し、

必要な指示をすることができる。  

３ 非常災害対策本部長は、当該非常災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的確かつ迅

速に実施するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長及び関係地方行政機関の長、地

方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者に

対し、資料又は情報の提供、意見の表明その他必要な協力を求めることができる。  

４ 非常災害対策本部長は、非常災害現地対策本部が置かれたときは、前三項の規定による権限の

一部を非常災害現地対策本部長に委任することができる。  

５ 非常災害対策本部長は、前項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を告示しなけれ

ばならない。  

 

（緊急災害対策本部の設置）  

第二十八条の二 著しく異常かつ激甚な非常災害が発生した場合において、当該災害に係る災害応

急対策を推進するため特別の必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、内閣府設置法第四十

条第二項  の規定にかかわらず、閣議にかけて、臨時に内閣府に緊急災害対策本部を設置するこ

とができる。  

２ 第二十四条第二項の規定は、緊急災害対策本部について準用する。  

３ 第一項の規定により緊急災害対策本部が設置された場合において、当該災害に係る非常災害対
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策本部が既に設置されているときは、当該非常災害対策本部は廃止されるものとし、緊急災害対

策本部が当該非常災害対策本部の所掌事務を承継するものとする。  

 

（緊急災害対策本部の組織）  

第二十八条の三 緊急災害対策本部の長は、緊急災害対策本部長とし、内閣総理大臣（内閣総理大

臣に事故があるときは、そのあらかじめ指名する国務大臣）をもつて充てる。  

２ 緊急災害対策本部長は、緊急災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。  

３ 緊急災害対策本部に、緊急災害対策副本部長、緊急災害対策本部員その他の職員を置く。  

４ 緊急災害対策副本部長は、国務大臣をもつて充てる。  

５ 緊急災害対策副本部長は、緊急災害対策本部長を助け、緊急災害対策本部長に事故があるとき

は、その職務を代理する。緊急災害対策副本部長が二人以上置かれている場合にあつては、あら

かじめ緊急災害対策本部長が定めた順序で、その職務を代理する。  

６ 緊急災害対策本部員は、次に掲げる者をもつて充てる。  

一 緊急災害対策本部長及び緊急災害対策副本部長以外のすべての国務大臣  

二 内閣危機管理監  

三 副大臣又は国務大臣以外の指定行政機関の長のうちから、内閣総理大臣が任命する者  

７ 緊急災害対策副本部長及び緊急災害対策本部員以外の緊急災害対策本部の職員は、内閣官房若

しくは指定行政機関の職員又は指定地方行政機関の長若しくはその職員のうちから、内閣総理大

臣が任命する。  

８ 緊急災害対策本部に、当該緊急災害対策本部の所管区域にあつて当該緊急災害対策本部長の定

めるところにより当該緊急災害対策本部の事務の一部を行う組織として、閣議にかけて、緊急災

害現地対策本部を置くことができる。  

９ 第二十五条第六項後段、第七項及び第八項の規定は、緊急災害現地対策本部について準用する。  

１０ 緊急災害現地対策本部に、緊急災害現地対策本部長及び緊急災害現地対策本部員その他の職

員を置く。  

１１ 緊急災害現地対策本部長は、緊急災害対策本部長の命を受け、緊急災害現地対策本部の事務

を掌理する。  

１２ 緊急災害現地対策本部長及び緊急災害現地対策本部員その他の職員は、緊急災害対策副本部

長、緊急災害対策本部員その他の職員のうちから、緊急災害対策本部長が指名する者をもつて充

てる。  

 

（緊急災害対策本部の所掌事務）  

第二十八条の四 緊急災害対策本部は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針の作成に関すること。  

二 所管区域において指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執

行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関が防災計画に基づいて実施する災害応急対策の総
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合調整に関すること。  

三 非常災害に際し必要な緊急の措置の実施に関すること。  

四 第二十八条の六の規定により緊急災害対策本部長の権限に属する事務  

五 前各号に掲げるもののほか、法令の規定によりその権限に属する事務  

 

[災害救助法] 

（都道府県知事の努力義務） 

第三条 都道府県知事は、救助の万全を期するため、常に、必要な計画の樹立、強力な救助組織の

確立並びに労務、施設、設備、物資及び資金の整備に努めなければならない。 

 
 
② 柔軟かつ拡張可能な組織構造 
災害対応ニーズに迅速かつ的確に応えられるよう、柔軟かつ拡張可能な組織構

造とするとともに、指揮調整等責任者を規定し、 組織体制の変更や指揮者交代等

に伴う権限委譲ルールも明確化する。 
 
ⅰ 災害対応組織・活動単位で必要とされる基本機能 
災害対応組織、活動単位で、米国 ICS を参考に、次の機能を担当する者等を

明確にしておくことが重要（この場合一人の者が複数の機能を担当することを

妨げるものではない。）。特に、指揮調整機能の一部である安全管理、広報、対

外連携調整を明確に意識する必要があると考えられる。 
・指揮調整／(安全管理、広報、連携調整) 
・事案処理 
・情報作戦 
・資源管理 
・庶務財務    

ⅱ 組織階層化、分掌化等 
・災害対策本部→現地対策本部→現地指揮調整所 
・担当機能による組織区分 
・担当地区割りによる組織区分 
・監督限界等による階層化 

ⅲ プロジェクトチーム 
災害対応業務の個別の項目毎に、連絡調整実施等を効果的に行うプロジェク

トチームの設置、活用。業務プログラムをパッケージで実施する際など、複数

の担当機能が連携して一つの業務を行う場合に有効と考えられる。 
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※米国 ICS（効果的な災害対応の実現（第 4 回検討会議資料 1））より 

 
 
※米国の自主防災組織は、日本の例も参考にして整備を開始した、ともいわれているが、

その組織整備は、ICS をベースとして進められている。（「米国の防災に係る自治体と地

域コミュニティの取組み」（(財)自治体国際化協会 ニューヨーク事務所）（第 5
回検討会議参考資料 1））より 
第２章 米国における住民の自主防災組織（Community Emergency Response Team：CERT）の概要   

４ インシデント・コマンド・システムと CERT 

（１）（略） 

（２）CERT  の組織及び指揮命令系統 

CERT の組織及び指揮命令系統のモデルについては、図３のとおりである。 組織の構成と役

割は、ICSのモデルがベースとなっており、組織の最上位は、地方政府であるが、被災現場の CERT 

の活動を実質的に統括するのは、CERT のチームリーダー（指揮官） の役割となっている。チ

ームリーダーは、地方政府との連絡調整を行うとともに、４つの部（実行部・計画部・後方支

援部・財務管理部）を統率する役割を担っている。 実行部は、消火（Fire Suppression）、捜

索救援（Search & Rescue）、医療（Medical）の３つのチームから成り、計画部は、記録文書係

（Documentation）、情報係（Incident Status）により構成される。 
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【図３ CERT の組織図モデル】 

（出典：FENA「CERT Basic Training Participant manual」） 

 
 

※プロジェクトチームの有効性については、大規模災害発生時における国の被災地応急支

援のあり方検討会報告書（平成 18 年 3 月）（第 3 回検討会議参考資料 2）に記載がある。 
○プロジェクトチームの設置による国の中央本部と現地組織との連携 （抄） 

災害時に特有の業務のうち、関係省庁や関係部局が複数にまたがるものについては、業務ごとに

プロジェクトチームを災害が発生する前から立ち上げ、関係省庁等の間で調整等を図っておくこと

が効果的である。そのため、新潟県中越地震では、中央本部に 12の被災者支援プロジェクトチー

ムを立ち上げているが、今後も引き続き、新潟県中越地震の際に設置された 12のプロジェクトチ

ームや米国のナショナル・レスポンス・プランにおいて規定されている 15の支援機能（ESF）も参

考にしつつ、災害時において必要に応じてプロジェクトチームを設置し、関係省庁等が連携しつつ

対応すべきである。なお、中央本部等にプロジェクトチームを設ける場合、国の現地組織にも、対

応するプロジェクトチーム又は担当者を置いて情報共有を図るべきである。 
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イ 情報処理 

 
（ア）災害対処案策定 

 
（イ）情報収集 

 ・民間含む情報収集源の確保、情報収集ルート・ネットワークの確立（現場に不要

不急な情報を求めない） 
 ・統一された報告様式等 

 
（ウ）情報の記録、整理、共有 
   ・情報源、入手時刻等の記録 

・利活用の容易な統一化された仕様で整理 
   ・関係者間での共有（現場への情報提供の視点も重要） 

 
（エ）情報の分析、評価 
   ・情報源、入手時刻に加え、信憑性、要対応かどうか等を総合的に分析、評価 
   ・広報に必要な情報抽出 
  
（オ）対応方針・対処計画へのフィードバック 

 
（カ）統一用語 

 災害対応組織構成要素の機能、任務等に応じた呼称等統一された用語 
 

（キ）標準的規格に基づく災害関連表記、案内等 

 
（ク）通信確保、定義されたデータ等、地理空間情報の活用等 

・災害耐性のある通信手段の整備確保と、J－ALERT、緊急速報メール、公共情報

コモンズ等住民等への緊急情報提供手段の確保 
・定義されたデータと WEB 技術・クラウド等を活用した標準化されたデータ処理
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及び業務フローフォーマット 
・独立したセキュリティポリシーを有する防災関係機関等の情報共有基盤整備とオ

ープンデータとしての防災関連情報の提供。 
   ・G 空間ベースのハザード情報等各種災害情報の収集共有、現場サイドと本部サイド

の必要とする地図情報のスムーズな出力。 
・G 空間情報＋宇宙インフラをフルに活用。GPS 情報を含むビックデータは極めて

重要であり、国際標準化の動きも十分踏まえ、海外へ展開、また海外での経験を

国内に活かして活用。 
 

（ケ）相互乗り入れ等連携強化された各種関係システム（防災情報収集、安否情報、被災

者台帳、罹災証明等） 
 
（コ）災害時における個人情報保護との関係においてルール化された各種情報の活用 

ルールに基づき個人情報保護等との関係が整理された形で、各種の情報を災害対応

業務に有効活用。 
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※防災情報データ標準化における内閣府の取組について（第 2 回検討会議参考資料 1）より  
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37 
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※G 空間×ICT からみた防災・減災対策の推進（第 2 回検討会議資料 1）より 
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[災害対策基本法] 

（情報の収集及び伝達等）  

第五十一条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機

関、指定公共機関及び指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者（以下

「災害応急対策責任者」という。）は、法令又は防災計画の定めるところにより、災害に関す

る情報の収集及び伝達に努めなければならない。  

２ 災害応急対策責任者は、前項の災害に関する情報の収集及び伝達に当たっては、地理空間情

報（地理空間情報活用推進基本法  （平成十九年法律第六十三号）第二条第一項  に規定する

地理空間情報をいう。）の活用に努めなければならない。  

３ 災害応急対策責任者は、災害に関する情報を共有し、相互に連携して災害応急対策の実施に

努めなければならない。  

 

（防災信号）  

第五十二条 市町村長が災害に関する警報の発令及び伝達、警告並びに避難の勧告及び指示のた

め使用する防災に関する信号の種類、内容及び様式又は方法については、他の法令に特別の定

めがある場合を除くほか、内閣府令で定める。  

２ 何人も、みだりに前項の信号又はこれに類似する信号を使用してはならない。  

 
 
ウ 資源管理 

 
災害対応者への後方支援をはじめ、広く災害対応に必要な人員、物資等の資源を、必要

な時に必要な量を必要な所へ供給することをいうことが重要である。 
 
（ア）迅速かつ必要な人員の確保、派遣 
 災害発生時に発生する膨大な業務を実施するためには、非常時優先業務を実施しつ

つ、防災部局以外の人員を災害対策本部や現地対策本部等に動員、派遣する必要があ

り、予め、そのための勤務体制も含めた計画を定めておき、実際にその計画運用を迅

速的確に行う必要がある。災害が大規模なものとなった場合や、長期化した場合は、

更に追加の要員確保が必要なものとなり、こうした事態にも適切に対応できるように

しておく必要がある。また、要員に対する必要な教育訓練も確実に実施されているこ

とが重要である。 
  更に、地方公共団体において、要員が不足する場合には、災害対策基本法等に基づ

く職員の派遣要請等により確保することも定めておくことが適当である。 
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[災害対策基本法] 

（職員の派遣の要請）  

第二十九条 都道府県知事又は都道府県の委員会若しくは委員（以下「都道府県知事等」という。）

は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、政令で定めるところにより、指定行政

機関の長、指定地方行政機関の長又は指定公共機関（独立行政法人通則法第二条第二項 に規定す

る特定独立行政法人に限る。以下この節において同じ。）に対し、当該指定行政機関、指定地方行

政機関又は指定公共機関の職員の派遣を要請することができる。  

２ 市町村長又は市町村の委員会若しくは委員（以下「市町村長等」という。）は、災害応急対策又

は災害復旧のため必要があるときは、政令で定めるところにより、指定地方行政機関の長又は指

定公共機関（その業務の内容その他の事情を勘案して市町村の地域に係る災害応急対策又は災害

復旧に特に寄与するものとしてそれぞれ地域を限って内閣総理大臣が指定するものに限る。次条

において「特定公共機関」という。）に対し、当該指定地方行政機関又は指定公共機関の職員の派

遣を要請することができる。  

３ 都道府県又は市町村の委員会又は委員は、前二項の規定により職員の派遣を要請しようとする

ときは、あらかじめ、当該都道府県の知事又は当該市町村の市町村長に協議しなければならない。  

 

（職員の派遣のあっせん）  

第三十条 都道府県知事等又は市町村長等は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、

政令で定めるところにより、内閣総理大臣又は都道府県知事に対し、それぞれ、指定行政機関、

指定地方行政機関若しくは指定公共機関又は指定地方行政機関若しくは特定公共機関の職員の派

遣についてあっせんを求めることができる。  

２ 都道府県知事等又は市町村長等は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、政令

で定めるところにより、内閣総理大臣又は都道府県知事に対し、それぞれ、地方自治法第二百五

十二条の十七 の規定による職員の派遣について、又は同条 の規定による職員の派遣若しくは地

方独立行政法人法第九十一条第一項 の規定による職員（指定地方公共機関である同法第二条第二

項 に規定する特定地方独立行政法人（次条において「特定地方公共機関」という。）の職員に限

る。）の派遣についてあっせんを求めることができる。  

３ 前条第三項の規定は、前二項の規定によりあっせんを求めようとする場合について準用する。  

 

（職員の派遣義務）  

第三十一条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、都道府県知事等及び市町村長等並びに

指定公共機関及び特定地方公共機関は、前二条の規定による要請又はあっせんがあつたときは、

その所掌事務又は業務の遂行に著しい支障のない限り、適任と認める職員を派遣しなければなら

ない。  

 

（派遣職員に関する資料の提出等）  
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第三十三条 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長、都道府県知事又は指定公共機関は、

内閣総理大臣に対し、第三十一条の規定による職員の派遣が円滑に行われるよう、定期的に、災

害応急対策又は災害復旧に必要な技術、知識又は経験を有する職員の職種別現員数及びこれらの

者の技術、知識又は経験の程度を記載した資料を提出するとともに、当該資料を相互に交換しな

ければならない。 

 
 
※大規模広域災害発生時における全国知事会の対応（第 3 回検討会議資料 3（全国知事会

提出資料））より 
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（イ）物資調達・輸送 
  災害対応上、必要な車両・資機材や救援物資等を確保、管理、適時適切に提供する

ためのプログラムの作成が必要である。この場において、国、地方公共団体、民間等

組織間の連携が極めて重要になることから、役割分担・連携手順を明確にしながら、

調達・保管・配送等の標準プログラムを作成しておく必要がある。また、各種帳票等

の様式を統一化・電子化し、関係機関間で活用する。 
  なお、救援物資等の輸送は、最終的に被災者へ手渡すところまで考慮すれば重要な

災害対応業務の一つとしても捉えることができる。 
 

 （ウ）活動拠点の確保 
   ・災害対策本部や現地対策本部、現地調整所等の確保プログラム作成 

・関連資機材のセッティング等業務環境の確保プログラム作成 
 

（エ）標準化された防災資機材・救援物資等の活用 
災害対応の連携強化迅速化等を図るため、標準化された防災資機材・救援物資等の

活用を図る。 
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※大規模広域災害発生時における全国知事会の対応（第 3 回検討会議資料 3（全国知事会

提出資料））より 
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[災害対策基本法] 

（防災に必要な物資及び資材の備蓄等の義務）  

第四十九条 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務又は
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業務に係る災害応急対策又は災害復旧に必要な物資及び資材を備蓄し、整備し、若しくは点

検し、又はその管理に属する防災に関する施設及び設備を整備し、若しくは点検しなければ

ならない。  

  

（物資供給事業者等の協力を得るために必要な措置）  

第四十九条の三 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務

又は業務について、災害応急対策又は災害復旧の実施に際し物資供給事業者等（災害応急対

策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業とする者その他災

害応急対策又は災害復旧に関する活動を行う民間の団体をいう。以下この条において同じ。）

の協力を得ることを必要とする事態に備え、協定の締結その他円滑に物資供給事業者等の協

力を得るために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

 

（物資又は資材の供給の要請等）  

第八十六条の十六 都道府県知事又は市町村長は、当該都道府県又は市町村の地域に係る災害

が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、災害応急対策の実施に当たって、

その備蓄する物資又は資材が不足し、当該災害応急対策を的確かつ迅速に実施することが困

難であると認めるときは、都道府県知事にあっては指定行政機関の長又は指定地方行政機関

の長に対し、市町村長にあっては都道府県知事に対し、それぞれ必要な物資又は資材の供給

について必要な措置を講ずるよう要請し、又は求めることができる。  

２ 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事は、都道府県又は市町

村の地域に係る災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合であって、当該都道府

県の知事又は当該市町村の市町村長が災害応急対策を実施するに当たって、その備蓄する物

資又は資材が不足し、当該災害応急対策を的確かつ迅速に実施することが困難であると認め

る場合において、その事態に照らし緊急を要し、前項の規定による要請又は要求を待ついと

まがないと認められるときは、当該要請又は要求を待たないで、必要な物資又は資材の供給

について必要な措置を講ずることができる。  

 

（備蓄物資等の供給に関する相互協力）  

第八十六条の十七 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の

執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理

者は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、その備蓄する物資又

は資材の供給に関し、相互に協力するよう努めなければならない。  

 

（災害応急対策必要物資の運送）  

第八十六条の十八 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事は、災

害応急対策の実施のため緊急の必要があると認めるときは、指定行政機関の長及び指定地方
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行政機関の長にあっては運送事業者である指定公共機関に対し、都道府県知事にあっては運

送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき物資又は資材並びに

運送すべき場所及び期日を示して、当該災害応急対策の実施に必要な物資又は資材（次項に

おいて「災害応急対策必要物資」という。）の運送を要請することができる。  

２ 指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応

じないときは、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事は、災害

応急対策の実施のため特に必要があると認めるときに限り、当該指定公共機関又は指定地方

公共機関に対し、災害応急対策必要物資の運送を行うべきことを指示することができる。こ

の場合においては、同項の事項を書面で示さなければならない。  

 
 
（３） 組織間連携 
ア 行政等災害対応組織間連携 

 
（ア） 災害レベルに応じた応援体制構築 

① 応援の発動 
応援の発動については、以下のケースが考えられる。 
ⅰ 任意の応援の申し出、要請、事実上の応援調整 
ⅱ 個別相互応援協定、 広域応援協定（知事会等による広域調整含む） 
ⅲ 法的根拠に基づく求め、指示（災害対策基本法等） 

 
災害対策基本法等では、被災地方公共団体が応援要請等を行うことを基本としてい

るため、時機を失することなく応援要請等が行われ、災害レベルに応じた適切な体制

構築が迅速になされる必要がある。この場合において、要請等の順番としては、通常、

地方公共団体間の支援、次に、市町村・都道府県・国の支援の順に行うことになると

考えられるが、各地方公共団体は、Ⅰの業務実施・継続計画において、応援要請等の

実施に関し、明確に定めておくことが不可欠である。 
また、首都直下地震、南海トラフ巨大地震等の大規模災害時には、多くの主体が様々

な立場で関係するため、行政等災害対応組織及び民間災害関連活動組織との間で予め

役割分担を整理しておくとともに、自治体間の広域応援が十分に機能しない場合等に

おいては、災害対策基本法等関係法令に基づき、国が必要な複数の応援主体間及び受

援主体間等の調整を行うことが適当であると考えられる。 
なお、ISO22320 において、「調整はできるだけ高い段階の組織が当たる、指揮はで

きるだけ現場に近い組織が当たる」とされているが、現行法制等も勘案の上、実際上

の問題としてどう考えるか、整理していく必要があると考えられる。 
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※効果的な災害対応の実現（第 4 回検討会議資料 1）より 
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※米国の災害時における連邦政府と地方政府の対応 
（「米国の防災に係る自治体と地域コミュニティの取組み」(財)自治体国際化協会 ニ

ューヨーク事務所) （第 5 回検討会議参考資料 1））より 

 
１ 地方政府レベルでの対応 

災害が発生した場合は、現地の警察や消防等の初動対応機関から、発生地域を管轄する地方政

府(郡・市・町)に報告される。地方政府の首長は、当該報告に基づき、被害状況を即座に把握し

たうえ、緊急事態対策本部(Local Emergency Operation Center)を設置し、様々な対応を実施す

る。首長は、緊急事態対応の追加支援が必要であると判断した場合、まずは、他の自治体との相

互支援協定(Mutual Aid and Assistance Agreement)に基づき、地方政府間で支援を要請する。

最後に、これらの支援をもってしても、当該対応が困難である場合は、首長を通じて、州知事に

支援を要請することとなる。 

２ 州政府レベルでの対応 

州政府は、地方政府からの要請に基づき、被害状況を把握したうえ、州の緊急事態対策本部

(State Emergency Operation Center)を設置し、被害状況を連邦緊急事態管理庁「Federal 

Emergency Management Agency:FEMA)」の地域事務所(Regional Office)に報告する。州知事

は、被害が甚大、かつ、広範囲に及ぶと判断した場合は、州緊急事態宣言(State Emergency 

Declaration)を宣言し、州をあげて対応に取組む。また、州知事の判断のもと、当該対応の追加

支援が必要である場合は、他州との相互支援協定(Interstate Mutual Aid and Assistance 

Agreements)に基づき、州政府間で支援を要請する。しかし、州知事が、これらの支援等をもっ

てしても、対応が困難であると判断した場合は、FEMA を通じて、大統領災害宣言(Major 

Disaster Declaration)を要請する。全米 10 箇所に設置されている FEMA の地域事務所は、

FEMA 本部へ被害状況を報告する。FEMA 長官が、大統領へ報告を行ったうえ、協議を行い、

国家レベルの対応が必要であると判断した場合、大統領災害宣言が発せられる。 

３ 連邦政府レベルでの対応 

大統領災害宣言が発せられた場合、大統領は連邦政府の代理人として、連邦対策調整官

(Federal Coordinating Officer)、州は州対策調整官(State Coordinating Officer)をそれぞれ指名

する。連邦対策調整官は、現地災害事務所(Joint Field office)を設置し、州対策調整官とともに

現場での様々な活動に従事する。当該事務所の指揮によって、連邦の緊急事態支援(Emergency 

Support Function)が開始される。 

緊急事態支援は、交通、通信、公共工事、消防、緊急事態管理、被災者支援、物流物資支援 な

ど、15 の項目に分かれており、FEMA  が総合調整役となって、連邦の各省庁と連携しながら、

現地の事務所を通じ、様々な支援にあたる。こうして被災者は、連邦政府からの支援金の 交付

や税金免除など、様々な援助を受けることが可能となる。 
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[災害対策基本法] 

（非常災害対策本部長の権限）  

第二十八条   

２ 非常災害対策本部長は、当該非常災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的確か

つ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、関係指定

地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関並びに指定公共機関及び指定地方公

共機関に対し、必要な指示をすることができる。 

 

（緊急災害対策本部長の権限）  

第二十八条の六   

２ 緊急災害対策本部長は、当該緊急災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的確か

つ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、関係指定

行政機関の長及び関係指定地方行政機関の長並びに前条の規定により権限を委任された当

該指定行政機関の職員及び当該指定地方行政機関の職員、地方公共団体の長その他の執行機

関並びに指定公共機関及び指定地方公共機関に対し、必要な指示をすることができる。 

 

（円滑な相互応援の実施のために必要な措置）  

第四十九条の二 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務

又は業務について、災害応急対策又は災害復旧の実施に際し他の者の応援を受け、又は他の

者を応援することを必要とする事態に備え、相互応援に関する協定の締結、共同防災訓練の

実施その他円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援するために必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

 

（他の市町村長等に対する応援の要求）  

第六十七条 市町村長等は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、災害応急

対策を実施するため必要があると認めるときは、他の市町村の市町村長等に対し、応援を求

めることができる。この場合において、応急措置を実施するための応援を求められた市町村

長等は、正当な理由がない限り、応援を拒んではならない。  

２ 前項の応援に従事する者は、災害応急対策の実施については、当該応援を求めた市町村長

等の指揮の下に行動するものとする。  

 

（都道府県知事等に対する応援の要求等）  

第六十八条 市町村長等は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、災害応急

対策を実施するため必要があると認めるときは、都道府県知事等に対し、応援を求め、又は

災害応急対策の実施を要請することができる。この場合において、応援を求められ、又は災

害応急対策の実施を要請された都道府県知事等は、正当な理由がない限り、応援又は災害応
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急対策の実施を拒んではならない。  

 

（災害派遣の要請の要求等）  

第六十八条の二 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しよう

としている場合において、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、都道府県知

事に対し、自衛隊法第八十三条第一項 の規定による要請（次項において「要請」という。）

をするよう求めることができる。この場合において、市町村長は、その旨及び当該市町村の

地域に係る災害の状況を防衛大臣又はその指定する者に通知することができる。  

２ 市町村長は、前項の要求ができない場合には、その旨及び当該市町村の地域に係る災害の

状況を防衛大臣又はその指定する者に通知することができる。この場合において、当該通知

を受けた防衛大臣又はその指定する者は、その事態に照らし特に緊急を要し、要請を待つい

とまがないと認められるときは、人命又は財産の保護のため、要請を待たないで、自衛隊法

第八条 に規定する部隊等を派遣することができる。  

３ 市町村長は、前二項の通知をしたときは、速やかに、その旨を都道府県知事に通知しなけ

ればならない。 

 

（都道府県知事の指示等）  

第七十二条 都道府県知事は、当該都道府県の区域内の市町村の実施する応急措置が的確かつ

円滑に行なわれるようにするため特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、応急措

置の実施について必要な指示をし、又は他の市町村長を応援すべきことを指示することがで

きる。  

２ 都道府県知事は、当該都道府県の区域内の市町村の実施する災害応急対策（応急措置を除

く。以下この項において同じ。）が的確かつ円滑に行われるようにするため特に必要がある

と認めるときは、市町村長に対し、災害応急対策の実施を求め、又は他の市町村長を応援す

ることを求めることができる。  

３ 前二項の規定による都道府県知事の指示又は要求に係る応援に従事する者は、災害応急対

策の実施については、当該応援を受ける市町村長の指揮の下に行動するものとする。 

 

（都道府県知事等に対する応援の要求）  

第七十四条 都道府県知事等は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、災

害応急対策を実施するため必要があると認めるときは、他の都道府県の都道府県知事等に対

し、応援を求めることができる。この場合において、応急措置を実施するための応援を求め

られた都道府県知事等は、正当な理由がない限り、応援を拒んではならない。  

２ 前項の応援に従事する者は、災害応急対策の実施については、当該応援を求めた都道府県

知事等の指揮の下に行動するものとする。この場合において、警察官にあつては、当該応援

を求めた都道府県の公安委員会の管理の下にその職権を行うものとする。 
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（内閣総理大臣による応援の要求等）  

第七十四条の二 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、

第七十二条第一項の規定による指示又は同条第二項若しくは前条第一項の規定による要求

のみによっては災害応急対策に係る応援が円滑に実施されないと認めるときは、内閣総理大

臣に対し、他の都道府県の知事に対し当該災害が発生した都道府県の知事（以下この条にお

いて「災害発生都道府県知事」という。）又は当該災害が発生した市町村の市町村長（以下

この条において「災害発生市町村長」という。）を応援することを求めるよう求めることが

できる。  

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による要求があつた場合において、災害発生都道府県知事及

び災害発生市町村長の実施する災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため特

に必要があると認めるときは、当該災害発生都道府県知事以外の都道府県知事に対し、当該

災害発生都道府県知事又は当該災害発生市町村長を応援することを求めることができる。  

３ 内閣総理大臣は、災害が発生した場合であつて、災害発生都道府県知事及び災害発生市町

村長の実施する災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため特に必要があると

認める場合において、その事態に照らし特に緊急を要し、第一項の規定による要求を待つい

とまがないと認められるときは、当該要求を待たないで、当該災害発生都道府県知事以外の

都道府県知事に対し、当該災害発生都道府県知事又は当該災害発生市町村長を応援すること

を求めることができる。この場合において、内閣総理大臣は、当該災害発生都道府県知事に

対し、速やかにその旨を通知するものとする。  

４ 災害発生都道府県知事以外の都道府県知事は、前二項の規定による内閣総理大臣の要求に

応じ応援をする場合において、災害発生市町村長の実施する災害応急対策が的確かつ円滑に

行われるようにするため特に必要があると認めるときは、当該都道府県の区域内の市町村の

市町村長に対し、当該災害発生市町村長を応援することを求めることができる。  

５ 第二項又は第三項の規定による内閣総理大臣の要求に係る応援に従事する者は、災害応急

対策の実施については、当該応援を受ける都道府県知事の指揮の下に行動するものとする。  

６ 第四項の規定による都道府県知事の要求に係る応援に従事する者は、災害応急対策の実施

については、当該応援を受ける市町村長の指揮の下に行動するものとする。  

 

（指定行政機関の長等に対する応援の要求等）  

第七十四条の三 第七十条第三項に規定するもののほか、都道府県知事は、当該都道府県の地

域に係る災害が発生した場合において、災害応急対策を実施するため必要があると認めると

きは、指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長に対し、応援を求め、又は災害応急対策

の実施を要請することができる。この場合において、応援を求められ、又は災害応急対策の

実施を要請された指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長は、正当な理由がない限り、

応援又は災害応急対策の実施を拒んではならない。 

  

53 
 



 
 

[災害救助法] 

（内閣総理大臣の指示）  

第十四条 内閣総理大臣は、都道府県知事が行う救助について、他の都道府県知事に対し、そ

の応援をすべきことを指示することができる。  

 
 

② 自治体間応援 
協定や災害対策基本法等に基づき、対口支援の有効性を踏まえ、知事会等の全国

組織による必要な調整等も行いながら、被災地の実情に即した総合的かつ継続的な

応援等を迅速かつ円滑に実施する体制を構築する。 
また、大規模火山噴火等想定される大規模災害に対しての近接する自治体が一体

となって対応する相互間地域防災計画制度の積極的活用も推進されるべきである。 
なお、大規模災害の場合においては、都道府県と市町村が連携一体となって、被

災地方公共団体に対する応援体制を構築する方がより有効と考えられる。 
 
※大規模広域災害発生時における全国知事会の対応（第 3 回検討会議資料 3（全国知事会

提出資料））より 
 

 

54 
 



 
 

 

55 
 



 
 

 

56 
 



 
 

③ 国・都道府県、市町村間等支援 
国、都道府県は、情報の処理と資源管理が中心であり、市町村・現場をどう支援す

るべきかという観点に立ち、必要なところに必要なものを必要なタイミングで送り届

けることが重要な役割である。地方自治体は人的資源、実務面でのノウハウを有し、

国は全国レベルの調整、法令解釈・運用、予算等の面で大きな力を有することを踏ま
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えて役割分担等を整理し、国は自治体とのコラボレーション・アンド・コーディネー

ションを目指すべきである。 
国の現地対策本部と自治体の災害対策本部等の有効な役割分担、連携等もこうした

点を踏まえ、効果的に実施されるべきであり、都道府県、市町村、現場それぞれのレ

ベルで調整システムを整備をすべきである。なおその際、指定公共機関をはじめとす

る民間企業等も含めた全体としての対応体制の構築にも配意することが必要である。 
また、災害救助法が適用された場合には、災害救助法の救助事務については、法定

受託事務として、都道府県が実施（ただし、市町村への委任規定有り）することにな

っていることにも十分留意すべきである。 
 

※国の現地組織のあり方等について（大規模災害発生時における国の被災地応急支援の

あり方検討会報告書（平成 18 年 3 月）（第 3 回検討会議参考資料 2））より 
４．国の現地組織の意義 

（１）被災地の状況の的確な把握 

災害時には被災地方公共団体の担当職員等が多忙を極め、中央本部等に対する被災地の状況等の報

告が困難になることが想定される。そのような場合に国が被災地に現地組織を設けることにより、

国が被災地の状況をより的確に把握し、中央本部と被災地との間の情報共有をより確かなものとす

ることが可能となる。さらに、現地組織において被害の特殊性や被災地が求めている支援内容等を

きめ細かく把握し、中央本部と共有することにより、中央本部が被災地から離れていることにより

生じ得る「温度差」を解消することが可能となる。 

一方、中央本部において各種対策を講ずる上でも、現地組織からの情報は重要である。 

（２）被災地における関係機関等の間の連携の向上 

国の現地組織は、関係省庁の派遣要員で構成され、当該要員が一緒に災害対応にあたることにより、

必然的に被災地における国の関係機関間での情報共有が進み、連携が向上するというメリットがあ

る。また、大規模災害においては、国と被災地方公共団体が「状況認識の統一」を図った上で災害

対応を進めることが重要であり、国の現地組織が被災地方公共団体と現地合同会議等を実施するこ

とにより、被災地における関係機関等の間の連携を向上させることが可能となる。 

（３）被災地の実情に合わせた迅速な対応 

大規模災害時には様々な関係機関等が被災地で対応にあたることになる。救助救援活動における関

係機関等の間の調整をはじめ、国の支援を要する重要事項のうち、緊急を要するものについては、

現地組織を設けることにより、リアルタイムで状況を把握しつつ、被災地方公共団体等と緊密な連

携を図りながら被災地の実情に合わせて対応することが可能となる。 

 

５．現地組織の意義を発揮させるための取組の方向性 

（１）国が対応すべき項目 

① 被災地の状況の把握能力の向上 
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（ⅰ）情報の把握 

（ア）関係省庁合同の現地合同情報先遣チームの派遣 

国は、新潟県中越地震における教訓を活かし、その後の災害発生時において必要と認められ

る場合には、関係省庁合同の情報先遣チームを直ちに被災地に派遣し、関係省庁、地方公共

団体と連携を図りつつ、情報収集等を実施している。 

関係省庁合同の情報先遣チームの派遣後、国の現地組織を設置する必要が認められた場合に

は、先遣チームの派遣要員が引き続き現地組織の要員となることにより、スムーズな現地組

織の立ち上げが可能となる。一方、受入側の被災地方公共団体にとっても、先遣チームが一

本化されることにより、受入調整に伴う負担の軽減を図ることができる。そのため、国は、

今後も引き続き、大規模災害発生時に必要と認められる場合には、速やかに関係省庁合同の

情報先遣チームを被災地に派遣し、情報収集等を実施すべきである。 

（イ）被災市町村への要員派遣 

大規模災害時等においては、被災市町村に様々な情報や業務が殺到することから、職員等が

多忙を極め、国等との間での情報共有が困難となることが想定される。また、被災市町村を

管轄する都道府県が被災市町村から離れていることにより「温度差」が生じることもあり得

る。 

災害の規模や態様が被災市町村の対応能力を超えており、かつ、支援要請内容の特定・伝達

に困難をきたしている場合、必要に応じて、国の現地組織は、都道府県の災害対策本部と連

携しつつ、特に被災状況の激しい被災市町村の災害対策本部に要員を派遣し、情報収集体制

の強化を図ることも検討すべきである。なお、被災市町村における情報収集に際しては、都

道府県の災害対策本部要員の果たす役割が大きいことを踏まえた上で、国の現地組織要員は

都道府県の災害対策本部要員との連携・調整に留意することが重要である。 

（ⅱ）情報の共有 

（ア）都道府県災害対策本部内における国の現地組織用ブースの設置やコンタクトポイント（連絡調整

窓口）の明確化 

大規模災害時においては、国の現地組織と被災地方公共団体が情報を積極的に共有し、緊密

な連携を図ることが重要となる。特に、被災地のニーズ等は刻々と変化することから、国の

現地組織と被災地方公共団体が空間を共有する仕組みを構築するとともに、リアルタイムで

情報を共有できるような体制を築くことが重要となる。 

そのため、都道府県の災害対策本部と国の現地組織とが別室に立ち上げられる場合等におい

ては、都道府県の災害対策本部内に国の現地組織用のブースを設け、都道府県本部内の各種

情報を常時共有し、状況認識の統一ができるような仕組みを構築することが重要である。 

併せて、国の現地組織は、組織構成・体系とコンタクトポイント（連絡調整窓口）を明らか

にし、被災地方公共団体の担当者レベルでのスムーズな情報共有や各種相談・助言等が可能

な環境を確保することが重要である。 

（イ）現地合同本部会議の開催等による状況認識の統一 
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大規模災害時において、国の現地組織と被災地方公共団体が情報を共有し、緊密な連携を図

るためには、都道府県本部内における国の現地組織用ブースの設置とともに、国の現地組織、

被災地方公共団体等による現地合同本部会議を開催し、情報共有と状況認識の統一を図るこ

とが重要である。その際、国の現地組織が収集した情報を、被災地方公共団体に提供するこ

とも重要である。特に、国は、都道府県災害対策本部等における航空機等（ヘリコプターを

含む。）からの情報（映像）の活用をさらに進めるとともに（避難住民への情報提供を含む。）、

中央本部や国の現地組織における支援活動の状況に関する情報、専門的な知見等について、

現地組織を通じて積極的に被災地方公共団体に提供することが重要である。 

なお、国の中央本部と現地組織の間のテレビ会議を積極的に開催するとともに、被災地方公

共団体の首長、危機管理担当部局長等がテレビ会議に出席することにより、トップ間での情

報共有を図ることも重要である。 

 
 
④ 受援プログラムの標準化 
受援のための標準プログラムを予め作成しておくことは、特に、大規模災害時等に

おける災害対応上、極めて重要である。 
受入れのための事務スペース等の確保、受援時における指揮・連絡調整を担える要

員の育成・確保、応援部隊の活動に必要な地元の情報等を迅速かつ的確に提供（消防

団の役割が重要と考えられる。）などその取組が推進される必要がある。 
また、海外からの支援受入プログラムの作成も十分に検討されるべきである。 
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※大規模広域災害発生時における全国知事会の対応（第 3 回検討会議資料 3（全国知事

会提出資料））より 
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（イ）応援以外の連携の形態  
災害対応の連携には、応援以外にも、指示、事務委託等の形態がある。応援以外の他

の手法も効果的に組み合わせて、災害対応を行っていくことが重要である。 
 

① 他の防災関係機関に対する指示 
[災害対策基本法] 

 （都道府県災害対策本部） 

第二十三条 

６ 都道府県災害対策本部長は、当該都道府県警察又は当該都道府県の教育委員会に対し、当該都

道府県の地域に係る災害予防又は災害応急対策を実施するため必要な限度において、必要な指示

をすることができる。  

 

（市町村災害対策本部）  

第二十三条の二 

６ 市町村災害対策本部長は、当該市町村の教育委員会に対し、当該市町村の地域に係る災害予防

又は災害応急対策を実施するため必要な限度において、必要な指示をすることができる。 

 
② 事務委託 

[災害対策基本法] 

（災害時における事務の委託の手続の特例）  

第六十九条 市町村は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、応急措置を実施す

るため必要があると認めるときは、地方自治法第二百五十二条の十四 及び第二百五十二条の十五 

の規定にかかわらず、政令で定めるところにより、その事務又は市町村長等の権限に属する事務

の一部を他の地方公共団体に委託して、当該地方公共団体の長その他の執行機関にこれを管理し、

及び執行させることができる。 

 
③ 代行 

[災害対策基本法] 

（市町村長の避難の指示等）  

第六十条 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を災害から

保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、市町村長は、必要と

認める地域の居住者、滞在者その他の者（以下「居住者等」という。）に対し、避難のための立退

きを勧告し、及び急を要すると認めるときは、これらの者に対し、避難のための立退きを指示す

ることができる。  

２ 前項の規定により避難のための立退きを勧告し、又は指示する場合において、必要があると認

めるときは、市町村長は、その立退き先を指示することができる。  
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３ 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、避難のための立退きを行うこ

とによりかえつて人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあると認めるときは、市町村長は、必

要と認める地域の居住者等に対し、屋内での待避その他の屋内における避難のための安全確保に

関する措置（以下「屋内での待避等の安全確保措置」という。）を指示することができる。  

５ 市町村長は、避難の必要がなくなったときは、直ちに、その旨を公示しなければならない。前

項の規定は、この場合について準用する。  

６ 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の発生に

より市町村がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは、当該市町村の市町

村長が第一項から第三項まで及び前項前段の規定により実施すべき措置の全部又は一部を当該市

町村長に代わって実施しなければならない 

 

（都道府県知事による応急措置の代行）  

第七十三条 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害

の発生により市町村がその全部又は大部分の事務を行なうことができなくなったときは、当該市

町村の市町村長が第六十三条第一項、第六十四条第一項及び第二項並びに第六十五条第一項の規

定により実施すべき応急措置の全部又は一部を当該市町村長に代わって実施しなければならな

い。 

 

（指定行政機関の長等による応急措置の代行）  

第七十八条の二 指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長は、災害の発生により市町村及び当

該市町村を包括する都道府県がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは、

法令又は防災計画の定めるところにより、当該市町村の市町村長が第六十四条第一項及び第二項

並びに第六十五条第一項の規定により実施すべき応急措置の全部又は一部を当該市町村長に代わ

って実施しなければならない。  

 

（都道府県知事による広域一時滞在の協議等の代行）  

第八十六条の十 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生し、当該災害の発生によ

り市町村がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなった場合であって、被災住民の生

命若しくは身体を災害から保護し、又は居住の場所を確保することが困難な場合において、当該

被災住民について広域一時滞在の必要があると認めるときは、当該市町村の市町村長が第八十六

条の八第一項及び第五項から第七項までの規定により実施すべき措置（同条第六項及び第七項の

規定による報告を除く。）の全部又は一部を当該市町村長に代わって実施しなければならない。 

 

（内閣総理大臣による広域一時滞在の協議等の代行）  

第八十六条の十三 内閣総理大臣は、災害の発生により市町村及び当該市町村を包括する都道府県

がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなった場合であって、被災住民の生命若しく
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は身体を災害から保護し、又は居住の場所を確保することが困難な場合において、当該被災住民

について広域一時滞在又は都道府県外広域一時滞在の必要があると認めるときは、当該市町村の

市町村長が第八十六条の八第一項及び第五項から第七項までの規定により実施すべき措置の全部

若しくは一部を当該市町村長に代わって実施し、又は当該都道府県の知事が第八十六条の十一前

段並びに第八十六条の九第八項並びに第八十六条の十一後段の規定により読み替えて適用する第

八十六条の九第九項及び第十一項の規定により実施すべき措置（第八十六条の十一後段の規定に

より読み替えて適用する第八十六条の九第九項及び第十一項の規定による報告を除く。）の全部若

しくは一部を当該都道府県知事に代わって実施しなければならない。 

（ウ）連携主体間の調整 
状況認識の統一、共通目標の設定と戦略構築、適切な役割分担、効率的な情報伝達・

共有体制の構築等が迅速かつ的確に行われることが必要である。 
 
① 指揮調整 
応援等における指揮権について、災害対策基本法等に定められている場合は、当該

規定によることとなる。この場合において、実際には、法令上の指揮者を適切にサポ

ートする機能（例：災害フェーズに応じた適切な意思決定、支援側等との活動の調整、

法令等の運用）を必要とすることも多いと考えられる。このため、専門的知識を有す

る者や災害対応経験を多く有する者が、迅速かつ適切にその任に当たられるよう必要

な仕組みを検討すべきである。 
また、法令に明確な規定がない場合は、ICS のユニファイドコマンドやエリアコマ

ンドも参考にしつつ、一般的には、関係組織の連携調整責任者よりなる合同協議によ

る指揮調整を行うこととするのが適当と考えられる。 
 

[災害対策基本法] 

（他の市町村長等に対する応援の要求）  

第六十七条 市町村長等は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、災害応急対策を

実施するため必要があると認めるときは、他の市町村の市町村長等に対し、応援を求めることがで

きる。この場合において、応急措置を実施するための応援を求められた市町村長等は、正当な理由

がない限り、応援を拒んではならない。  

２ 前項の応援に従事する者は、災害応急対策の実施については、当該応援を求めた市町村長等の指

揮の下に行動するものとする。 

 

（都道府県知事等に対する応援の要求）  

第七十四条 都道府県知事等は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、災害応急

対策を実施するため必要があると認めるときは、他の都道府県の都道府県知事等に対し、応援を求

めることができる。この場合において、応急措置を実施するための応援を求められた都道府県知事
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等は、正当な理由がない限り、応援を拒んではならない。  

２ 前項の応援に従事する者は、災害応急対策の実施については、当該応援を求めた都道府県知事等

の指揮の下に行動するものとする。この場合において、警察官にあっては、当該応援を求めた都道

府県の公安委員会の管理の下にその職権を行うものとする。 

 
② 役割・任務分担の決定 

円滑な組織間連携のためには、Ⅲ.２.（２）.ア.（イ）. ②.ⅱ「組織階層化、分掌化」

の考え方に準じて、地区割り、機能別による担当組織の割振り、決定が効果的に行わ

れることが重要である。その際、各組織の災害対応機能が標準化されていれば、より

円滑な連携が期待できる。なお、応援に到着して、その任務分担が決まるまでに待機

していることとなる応援組織の管理のあり方についても定めておくことが適当である。 
 
※「インシデント・コマンド・システム標準化検討ワーキンググループ」における検討項

目案（インシデント・コマンド・システム標準化検討ワーキンググループについて（第

4 回検討会議資料 2）より 
１．現地調整所（仮称）業務の標準化（マニュアル化） 

① 現地調整所の機能 ② 活動内容（活動時間、活動範囲、部隊の交代等）の基準 

③ 各活動機関（実動部隊）への任務割り当て方法 ④ 相互協力・補完の申し出方法 

⑤ 現場部隊の集合・調整場所（警察署、消防署、指揮車等を想定） 

⑥ 現地調整者の選定方法 ⑦ 現場指揮官の名称等 

２．各実動部隊の基本情報の共有化 

① 利用可能な拠点、施設及び附帯機能 ② 各実動部隊が行う災害応急対策業務 

３．現地における活動情報の共有化 

① 用語（活動場所の呼び名（例：指揮所 or 本部）） ② 報告書等の様式・項目 

③ 報告書等のデータ形式（例：ワード or 一太郎） ④ 活動情報に係るデータの共有化 

⑤ 活動場所や被災箇所等の地図等への表示方式 ⑥ 地図のデータ形式 

⑦ 電子地図情報化及びその共有化（例：電子国土ポータル（国土地理院）） 

４．通信手段の共有化 

① 無線機 ② 周波数 ③ 呼出名称・符号 

５．資器材及び資源の共有化 

① 食事、入浴、天幕、ストーブ、燃料等 ② 応急活動用資器材 

６．回転翼機の運用調整組織の標準化（マニュアル化） 

① 運用調整組織の機能 ② 活動内容（高度、区域）の調整 

③ 運用調整組織の設置場所 ④ 現地調整者の選定方法 

７．サイレントタイムの設定 

① 部隊間での設定に係る意思統一の方法 ② 各機関への伝達方法 
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③ マスコミ等への要請方法 

８．省庁相互のリエゾン派遣 

① 派遣の調整方法 ② 派遣の時期・場所 

 
 
 
 
※大規模災害時の実動部隊の連携強化（第 3 回検討会議資料 2）より 
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イ 行政等災害対応組織と民間災害関連活動組織間の連携 
 

（ア）地区防災計画の活用 
災害対策基本法に基づく地区防災計画の策定推進、連携要領の作成を通じて、連携

を深めていくことが有効と考えられる。特にエリア防災の考え方の必要性が高まって

きており、こうした観点からも積極的に地区防災計画が活用されるべきである。 
 

（イ）自主防災組織等の標準活動要領等の作成と消防団の役割 
自主防災組織、ボランティア、NPO、企業等において、平時の訓練・備蓄、災害

時における標準活動・連携要領等の作成が重要である。また、消防団が地域防災活動

の充実、行政等災害対応組織との連携強化に積極的に役割を果たすことが期待される。 
 

（ウ）協定標準モデルの作成等 
電力、通信、航空・鉄道等の交通機関など防災上重要な位置付けとなる民間企業と

の連携をはじめその他企業との協定、協議事項等の標準モデルの作成、普及推進を図

ることが必要である。 
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（エ）専門研究機関等との連携 
各種の災害・防災情報を専門的に収集分析できる研究機関等との連携を進めること

も極めて重要である。 
 

 ※地区防災計画制度（「地区防災計画ガイドライン概要」（内閣府作成資料））より 

 
※防災ボランティア活動に関する広域連携の体制構築に向けて（第 2 回検討会議参考資料

2 ）より 
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[災害対策基本法] 

（市町村の責務）  

第五条   

２ 市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団その他の組織の整備並びに当該市

町村の区域内の公共的団体その他の防災に関する組織及び自主防災組織の充実を図るほか、住民

の自発的な防災活動の促進を図り、市町村の有する全ての機能を十分に発揮するように努めなけ

ればならない。  

 

（国及び地方公共団体とボランティアとの連携）  

第五条の三 国及び地方公共団体は、ボランティアによる防災活動が災害時において果たす役割の

重要性に鑑み、その自主性を尊重しつつ、ボランティアとの連携に努めなければならない。 

 

（住民等の責務）  

第七条 地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者その他法令の規定による

防災に関する責務を有する者は、基本理念にのつとり、法令又は地域防災計画の定めるところに

より、誠実にその責務を果たさなければならない。  

２ 災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業とする者

は、基本理念にのつとり、災害時においてもこれらの事業活動を継続的に実施するとともに、当

該事業活動に関し、国又は地方公共団体が実施する防災に関する施策に協力するように努めなけ

ればならない。  

３ 前二項に規定するもののほか、地方公共団体の住民は、基本理念にのつとり、食品、飲料水そ

の他の生活必需物資の備蓄その他の自ら災害に備えるための手段を講ずるとともに、防災訓練そ

の他の自発的な防災活動への参加、過去の災害から得られた教訓の伝承その他の取組により防災

に寄与するように努めなければならない。 

 

 [事業者等への強制的な措置（災害救助法等）] 

（指定行政機関の長等の収用等）  

第五条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、防災業務計画の定めるところにより、救

助を行うため特に必要があると認めるときは、救助に必要な物資の生産、集荷、販売、配給、保

管若しくは輸送を業とする者に対して、その取り扱う物資の保管を命じ、又は救助に必要な物資

を収用することができる。 

 

（従事命令）  

第七条 都道府県知事は、救助を行うため、特に必要があると認めるときは、医療、土木建築工事

又は輸送関係者を、第十四条の規定に基づく内閣総理大臣の指示を実施するため、必要があると

認めるときは、医療又は土木建築工事関係者を、救助に関する業務に従事させることができる。 
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（都道府県知事の収用等）  

第九条 都道府県知事は、救助を行うため、特に必要があると認めるとき、又は第十四条の規定に

基づく内閣総理大臣の指示を実施するため、必要があると認めるときは、病院、診療所、旅館そ

の他政令で定める施設を管理し、土地、家屋若しくは物資を使用し、物資の生産、集荷、販売、

配給、保管若しくは輸送を業とする者に対して、その取り扱う物資の保管を命じ、又は物資を収

用することができる。 

 
３ マネジメントに関する事項 
 
（１） 管理評価改善推進組織 

 
Ⅲ.１及び２について、トップの関与の下、PDCA サイクルに基づく管理評価改善を継続

して推進する組織の整備が重要である。 
 
※「防災に関する人材の育成・活用について」報告（平成 15 年 5 月）（第 3 回検討会議参

考資料 4）より 
※地方公共団体における危機管理体制の充実（消防庁における災害対応の標準化に関する

取組み（第 3 回検討会議資料 2）より 
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[災害対策基本法] 

（防災に関する組織の整備義務）  

第四十七条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定

公共機関及び指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者（以下この章において

「災害予防責任者」という。）は、法令又は防災計画の定めるところにより、それぞれ、その所掌事

務又は業務について、災害を予測し、予報し、又は災害に関する情報を迅速に伝達するため必要な組

織を整備するとともに、絶えずその改善に努めなければならない。  

２ 前項に規定するもののほか、災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、それぞ

れ、防災業務計画又は地域防災計画を的確かつ円滑に実施するため、防災に関する組織を整備すると

ともに、防災に関する事務又は業務に従事する職員の配置及び服務の基準を定めなければならない。 
 

 
 
（２） 改善計画の作成、推進 

 
防災計画、業務実施・継続計画や災害対応業務プログラム、情報処理、資源管理等の改

善について、可能な限り数値目標、期限、予算等を記載した計画を策定し、トップが関与

する PDCA サイクルを通じて、目標による管理を徹底する。 
・災害リスクの見直し 
・訓練等を通じた実践的な災害対応のあり方の見直し 
・用語、表記、データ、システム等の標準化 
・要員確保、関係装備、資機材、備蓄物資等の整備充実、標準化 

 ・他組織との応援計画策定、協定締結等 
・その他標準化推進に必要な事項  

 
[災害対策基本法] 

（防災基本計画の作成及び公表等）  

第三十四条 中央防災会議は、防災基本計画を作成するとともに、災害及び災害の防止に関する科学的研

究の成果並びに発生した災害の状況及びこれに対して行なわれた災害応急対策の効果を勘案して毎年防

災基本計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。  

※防災業務計画、地域防災計画についても同様の規定有り。 

 
 
（３） 研修・教育、訓練推進、防災専門家の養成 

 
災害対応者に要求される資質、能力等を明らかにしつつ、研修内容、訓練の標準化を

進めることは重要であり、その際、政策立案、実務遂行の大きく２つに分けて考えるこ
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とが適当である。 
計画の作り方（Planning）の経験、図上訓練の定期的な実施も重要である。また、特

に首長の研修は重要であり、避難勧告、応援要請、マスコミ対応等の項目は欠かせない

ものと考える。 
研修等の推進に当たっては、その実施を担当する専門ポストの確保も望まれる。 

また、防災関係機関に限らず、広く養成していくことも積極的に検討されるべきである。 
 
※標準的な研修プログラム ～防災担当職員用～（第 4 回検討会議参考資料 4） より 

【項 目】 
１ 知識編 
ａ．「災害」の性質に関する知識 
・震災 ・風水害 ・火山災害 ・その他の災害 ・過去の主要な災害に関する事実 
ｂ．防災対策に関する制度の基本的知識 
・防災行政の歴史・経緯 ・防災対策の基本制度 

ｃ．災害対応に関する基本的知識 
１ 災害対策本部運用に係る基本的知識 
・職員非常参集 ・災害対策本部、災害対策本部会議の運営 
・情報収集、分析、判断 ・災害時広報 ・災害対応マニュアル 
・その他重要な災害対応の運用に関する基本的知識 

２ 活動内容に関する知識 
（１）各防災機関の使命、ビジョン、行動概要等 
・政府 ・地方公共団体 ・実動機関等の防災機関 ・指定公共機関 
・ボランティア、その他の民間の活動 

（２）対策別の活動要領 
・災害時医療関係 ・救助・救急、消火活動 ・災害時輸送関係 
・避難関連の活動 ・二次被害の防止    ・がれきの処理 
・自発的支援の受け入れ ・被災者、住民 ・国民からの対応 ・相談窓口 

 
２ 対応能力編 
＃．対応能力の向上 
（１） ケースメソッド 
（２） 図上訓練 
（３） その他の手法 
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※地方公共団体における危機管理体制の充実（消防庁における災害対応の標準化に関する

取組み（第 3 回検討会議資料 2））より 
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[災害対策基本法] 

（防災教育の実施）  

第四十七条の二 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、それぞれ又は他

の災害予防責任者と共同して、その所掌事務又は業務について、防災教育の実施に努めなけれ

ばならない。  

２ 災害予防責任者は、前項の防災教育を行おうとするときは、教育機関その他の関係のある公

私の団体に協力を求めることができる。  

 

（防災訓練義務）  

第四十八条 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、それぞれ又は他の災

害予防責任者と共同して、防災訓練を行なわなければならない。  

２ 都道府県公安委員会は、前項の防災訓練の効果的な実施を図るため特に必要があると認める

ときは、政令で定めるところにより、当該防災訓練の実施に必要な限度で、区域又は道路の区

間を指定して、歩行者又は車両の道路における通行を禁止し、又は制限することができる。  

３ 災害予防責任者の属する機関の職員その他の従業員又は災害予防責任者の使用人その他の従

業者は、防災計画及び災害予防責任者の定めるところにより、第一項の防災訓練に参加しなけ

ればならない。  

４ 災害予防責任者は、第一項の防災訓練を行おうとするときは、住民その他関係のある公私の

団体に協力を求めることができる。 
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